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〇 全国壮年会連合から 

  ・全国壮年会連合活動資料 

    ・奨学金会計の基本金と余裕について 

 

〇 連盟理事会から 

    ・これからの伝道者養成基本理念（2023 年）案抜粋版 

・「信徒一人ひとりが教会を担う主体」 

     ～「これからの伝道者養成基本理念（２０２３年）」策定に際し、 

       問い直し考えてみたいこと～ 
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全国壮年会連合活動資料

２０２２年８月

第５７回全国壮年大会in北海道

1

沿革１ 全国壮年会連合発足

1978年５月 第１３回壮年大会で発足、44教会110名

活動方針

1)神学校の助成と伝道者の育成活動推進

2)1979年より６月第４週を「神学校週間」と

し、前項の推進と献金活動を行なう。

献金目標額 400万円。

2
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沿革２ 連盟の奨学金制度の運営受託開始

1998年 連盟理事会から「奨学金制度」運営の検討依頼

2000年 第35回壮年大会＠岐阜で、運営受託を決議

2001年 連盟奨学金制度の運営業務を開始

＊連盟の西南神学部学生への奨学金は、授業料や施設費等のための

第１種と、生活費の一部に充てられる第２種からなり、1995年度

時点で約3500万円を必要としていた。この年神学校献金は1776

万円であった。

このため、壮年会連合が業務を開始する時点では、第２種を廃止

して、第１種のみとせざるを得なかった。

3

沿革３ 奨学金制度の充実に向けて

2007年度 ２種奨学金(生活費支援)を復活、１人年12万円。

2009年度 ２種奨学金を増額 配偶者有り年額54万円、

配偶者無し年額30万円とした。

2013年度 東京バプテスト神学校・九州バプテスト神学校の

神学生奨学金制度へ、１人あたり年額12万円(最

大２年間)に相当する資金を支弁する。

2017年度 ２種奨学金を貸与から支給に変更。配偶者手当、

子ども手当及び図書援助費を新設。

2019年度 奨学金給貸与期間の弾力的運用および奨学金返還

免除と負担軽減。

・最大４年間を維持し、給貸与対象期間を学部４年間、大学院３年間とする。

・奨学金返済期間を10年から15年に延長、伝道者従事期間２～４年も免除率設定。4

これからの伝道者養成　-3-



2022/7/15

3

全国壮年会連合活動方針

目 的：全国の壮年が相互に啓発をはかり、交流親睦を深める

と共に伝道活動を積極的に協力し合うこと。

活動の柱：「伝道者養成の業に参与する」

「教会形成を担う」

ビジョン：壮年一人ひとりが自立したバプテストの信徒へと成長

＊上記のために全国壮年大会での講演会の開催や、各地方連合壮年会での

伝道活動の推進、情報交換及び相互協力活動の奨励を行なう。

中長期の課題については、連盟の機構改革にも歩調を合わせながら取り

組んでいく。

5

6

活動計画（伝道者養成の業への関与）

〇 伝道者養成の業への参与－連盟との協働

１）神学校週間の推進

－毎年６月第４週の神学校週間では、常務理事室と共同で

「神学校週間のしおり」を作成・配布

２）連盟の働きへの参画

－神学校入学前研修会

－新任牧師・主事研修会

－「神学教育に関する委員会」に陪席で参加

－ 機構改革「これからの伝道者養成検討委員会」

【伝道者養成理念】2014年版の改訂作業を開始

2022年度連盟総会で承認を得たうえで、具体的計画の検討・

決議を経て、新理念に基づく展開を開始予定
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奨学金委員会の働き

１．委員会の役割：業務計画・予算、業務報告・決算を壮年会連合役員会へ提出。

役員会は連盟理事会に報告する。

奨学生の募集、選考、給貸与額・返還条件の決定。

貸与奨学金返還者の管理と遅延者への対応。 その他。

２．委員会の構成：壮年会の総会で選出された委員長及び委員長が指名した壮年４名、

連盟理事会より選出された１名、神学部専任教員より選出された１名の計７名。

壮年の４名が返還、総務、渉外、会計の担当。年３回の定例会でフォローする。

３．これからの取り組み

制度の運営の範囲にとどまらず、実態を良く知る者として、制度の改善に向けた

提言を行ない、その実現に向けて努力していく。

7
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神学生数による奨学金金額の試算

＜前提＞

１）西南学院大学神学部

・神学生数： ５名、１０名、１５名

・１名あたりの奨学金（１種＋２種）

2017年度～2021年度実績から１人当りの平均の最大額（137万円/年）を使用。

２）東京バプテスト神学校および九州バプテスト神学校

・神学生数： ３名、６名

・１名あたりの奨学金 東京バプテスト神学校 １６万円/年

九州バプテスト神学校 １２万円/年

＊東京と九州の金額の違いは、授業料の違いによる。いずれも授業料の８割

の金額を給付することになっている。

＜試算結果＞ （単位：万円／年） 左上段：西南、左下段：東バプ・九バプ

右 側：合計奨学金

東バプ・九バプ各３名 東バプ・九バプ各６名

西南５名 685 685

84 769 168 853

西南10名 1,370 1,370

84 1,454 168 1,538

西南15名 2,055 2,055

84 2,139 168 2,223

区分 金額

大学院 706,000円

学部・専攻科・選科 960,000円

寮費明細

寮費 144,630

食費 149,650

施設費 50,000

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 5,000

計 349,280

区分 金額

寮費 350,000円

図書費 30,000円

配偶者 240,000円

子ども（高校生以下1人当たり） 60,000円

2種奨学金（給付）：生活費及び生活支援用

１種奨学金（貸与）：校納金用

奨学金の種類及び給貸与の条件

給貸与期間：最大で通算4年間
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専ら牧師等に従事した期間 返済割合 返済金額専ら牧師等に従事した期間 返済割合 返済金額専ら牧師等に従事した期間 返済割合 返済金額専ら牧師等に従事した期間 返済割合 返済金額

4年以上 2割返済 666,400円

3年以上 4年未満 5割返済 1,666,000円

2年以上 3年未満 7割返済 2,332,400円

 2年未満 全額返済 3,332,000円

返還必要額（卒業後満7年経過時点で判断）

区分 年間貸与額×年数 貸与額区分 年間貸与額×年数 貸与額区分 年間貸与額×年数 貸与額区分 年間貸与額×年数 貸与額

学部2年間 960,000円×2 1,920,000円

大学院2年間 706,000円×2 1,412,000円

合計 3,332,000円

貸与額例

奨学金の返還（例示）

奨学金の返還（例示）

（返還例説明）

１）卒業時点では、7年間で専ら牧師等に従事する期間は4年と見做し、必

要返済額を666,400円として、毎年44,427円（666,400円÷15

年）以上の返済が必要なので、毎年50,000円を返済。

２）卒業後満7年経過時点で専ら牧師等に従事した期間が2.5年となった場

合、残り8年以内に1,982,400円（2,332,400円 50,000円×7年）

を返済する必要があるので、毎年247,800円以上の均等返済となる。

卒業後 牧会 返還金額 卒業後 牧会 返還金額卒業後 牧会 返還金額 卒業後 牧会 返還金額卒業後 牧会 返還金額 卒業後 牧会 返還金額卒業後 牧会 返還金額 卒業後 牧会 返還金額
1年目 1.0年 50,000円 8年目 ー 247,800円
2年目 × 50,000円 9年目 ー 247,800円
3年目 0.5年 50,000円 10年目 ー 247,800円
4年目 1.0年 50,000円 11年目 ー 247,800円
5年目 × 50,000円 12年目 ー 247,800円
6年目 × 50,000円 13年目 ー 247,800円
7年目 × 50,000円 14年目 ー 247,800円

15年目 ー 247,800円

返還例（結果的に牧師等従事期間が2.5年の場合）
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奨学金会計の基本金と余裕について

２０２２年８月

全国壮年会連合役員会

1

基本金について

１．2021年3月期、奨学金会計・貸借対照表

現預金 156 翌年度償却引当金 15

貸与奨学金(（償却後） 113 基本金 214

剰余金 40

合計 269 合計 269

資産 負債・資本

単位：百万円

貸借対照表では、資本の部には基本金と次年度収支差額が表示されている。

ここでは後者を引当金と剰余金に分けた。

現預金＋貸与奨学金 ＞ 基本金 ・・・剰余金あり財務健全性は確保

2
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基本金について

１）定義

文科省による学校法人等の会計上の定義では、

「法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持する

ために維持すべきものとして、その帰属収入から組入れた金額」

２）種類 ４つの種類がある

１号：土地、建物、機器備品、図書といった法人に必要な固定資産取得額

２号：将来の固定資産取得のため先行して積み立てておく価額

３号：教育・研究遂行のために必要な費用や、学生・生徒等に対する奨学

金の原資などのために設けられた基金の積立額

４号：恒常的に保持すべき資金として文科大臣に定められた額

⇒以上から、奨学金会計の基本金は第３号基本金と理解、基本金を棄損

することは想定されていないものと考える

3

基本金と奨学金会計の余裕の新たな使途への展開について

〇基本金が現行の金額（約２億円）になっている理由は定かではない。

今後の奨学金制度の運営を考えていくうえで、これからもこの金額

を維持する必要があるかは、検討の余地があると考えられる。

しかし、今はこれを守って制度を運営することを基本とする。

〇その場合、奨学金会計が持っている余裕はそれほど大きくはない。

先ほどの表では、剰余金は2021年３月末時点で、約４千万円。

従って、当面はこの金額と今後生み出されるであろう剰余金の範

囲で、使途と期間を限定し、新たな用途への展開を考えていく。

4

これからの伝道者養成　-9-



これからの伝道者養成　-10-



これからの伝道者養成　-11-



これからの伝道者養成　-12-



2022 年 7 月 15 日版 

「信徒一人ひとりが教会を担う主体」 
～「これからの伝道者養成基本理念（２０２３年）」策定に際し、問い直し考えてみたいこと～ 

 

０． はじめに 
 「これからの伝道者養成基本理念（2023 年）」策定に際し、委員会の思いを諸教会にお伝えし

たいと思います。その中心は「信徒一人ひとりが教会を担う主体であり、一人ひとりが伝道者で

あることの再確認」です。 

 

 バプテスト教会の特長は、全信徒がそれぞれの賜物を生かし、協力して教会の働きを担うとこ

ろにあります。 

 教会にはその働きを御言葉と祈りで励まし整える「霊的なリーダー」（牧師）が必要です。教会

は総会において祈りをもって牧師を選び立てますが、牧師も信徒の一人であることには変わりは

ありません。牧師は教会の働きを信徒と分け合い、共に担うのです。 

 

 その場合の牧師は必ずしも「専業牧師」（※）であるとは限りません。他に職をもつ「兼業牧師」

のスタイルもあります(※教会からの給与のみでフルタイムで教会の働きに専心する牧師）。 

ところが、私たちは長い間「専業牧師」のスタイルが「あるべき姿」であり、「兼業牧師」のスタ

イルは「やむを得ない、できれば避けたい姿」という理解に立ってきたところがないでしょうか。

今回の伝道者養成基本理念では、そのことを問い直してみたいのです。 

 

 これまで私たちは「専業牧師」のスタイルを「推奨」してきました。牧師として立てられた信

徒が学びを継続しつつ教会の職務に専念できることは、本人に与えられた賜物が教会の働きに最

大限集中して生かされる意味では良いことです。しかし「専業牧師」が「あるべき姿」と受け止

められる中で、牧師が信徒たちから「先生」と呼ばれ「権威を持つ者」とされてしまったり、バ

プテストにおいては教会の働きであり信徒が担うことのできるはずの説教や礼典執行を「牧師が

独占」し、信徒の中に「すべて牧師にお任せ」という依存を生む「弊害」を生んでこなかったで

しょうか。今回の伝道者養成基本理念では、そのことを問い直してみたいのです。 

 

 そして改めて、バプテストにおいては信徒一人ひとりが教会を担う人主体であり、一人ひとり

が伝道者であることを再確認したいと願っています。 

 

 
１． 「信徒一人ひとりが教会を担う主体」であることの再確認 
 

初期のバプテスト教会においては、神学校で学び、教団からお墨付きをもらった「プロの牧師」

が居ない中で、信徒の中から牧師を立て教会形成がされていきました。そうした初期のバプテス

ト教会は荒削りながら素朴で生き生きとした教会形成がなされていったことが想像できます。 

次第に制度が整い、神学教育が神学校に委ねられるに従って、「教会が牧師を立てる」と言う意

識は弱くなっていきます。特に戦後の日本においては米国の南部バプテスト連盟からの多大な支

援のもと土地・会堂・牧師は「上から」与えられ、教会形成は実質的に「教会の外から派遣され

た」牧師や宣教師によって強力に推し進められた結果、バプテスト教会と言いながら「信徒の教

会」というより「教職制の強い教会」形成がなされてきたように思います。 
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2022 年 7 月 15 日版 

２． 連盟の機構改革にあたって問い直したいこと 
 

 今、連盟は改革の岐路に立たされていますが、信徒数の減少、献身者の減少などなど、危機的

とも思える状況の中でピンチをチャンスに変える好機と捉えたいのです。そのためにも諸教会が

これまで「当たり前」と考えてきたことが本当に「当たり前」なのかを、この機会にお互いに問

い直してみたいと考えます。 

 

（１）「専業牧師」がいなければ教会として成り立たないのだろうか？ 
「専業牧師」がいなくても、教会（総会）が信徒の中から説教者や礼典執行者を立てることが

できるのがバプテストです。もちろん、そのためには一人ひとりが説教や礼典、何よりも教会に

ついて学びを普段から積み重ねている必要があります。「専業牧師」がいないと教会としては不完

全な状態にあるとか、「兼業牧師」は「専業牧師」に比べて不十分な働きしかできないという理解

があるとしたら、それは大きな誤解です。教会全体で「牧師」の働きを担い合う理解があり、そ

こにチームが形成されているなら、むしろ「兼業」のあり方において、バプテストとして全信徒

による教会形成や伝道が豊かに展開される可能性があるのではないでしょうか。 

 

（２）「牧師がする説教」と「信徒がする説教」は違うのだろうか？ 
 「信徒説教」と言われる一方で「牧師説教」とは言いません。そこには牧師の説教と信徒の説

教は「違う」という前提がないでしょうか。教会を覚えての日々の祈りの積み重ねと御言葉への

深い傾聴から説教は生まれますが、教会（総会）が立てた説教者であるなら、信徒も牧師も関係

ないはずです。そこでは聴く側の姿勢も問われます。準備を覚えて祈り、共に聖書に聴こうとす

る教会の対話において説教は深められるからです。 

 

（３）「教会の代表役員は牧師が担う」のが当たり前なのだろうか？ 
 多くの教会では、連盟のひな形に沿って「教会の代表役員は招聘された牧師が担う」、「信徒は

代務者まで」とされている教会規則が多いようですが、これが「あるべき姿」なのでしょうか。

ここに「教職制」が当然のことのように入り込んできていないでしょうか。 

 

（４）「男性で家族がいる牧師」を当たりまえのように求めていないだろうか？ 
牧師招聘をする際、「男性牧師で家族がいる」「女性牧師で家族がいる」「男性牧師で単身」「女

性牧師で単身」と、ランク付けをするかのような言葉が交わされていないでしょうか。教会にと

って「都合の良い牧師像」を理想化するところに差別が生まれてきたことを覚えたいのです。 

 

（５）「無牧師」という言い方はやめてよいのではないか。 
 たとえ「専業牧師」がいなくても、真の牧者であるキリストがおられる限り「無牧」とは言わ

ないし、牧師の働きを信徒で分け合っているなら「無牧師」とは言わないのではないでしょうか。

「専業牧師」がいなくても、信徒で説教を担い、礼典を担うことができる教会を目指したいと考

えます。そのためには教会全体の学びの積み重ねが必要です。 

 

 このような思いを基本理念に込めたつもりです。ぜひ諸教会でご一緒に分かち合っていただき

たいと思います。 

 

 

これからの伝道者養成　-14-






